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廃止措置における原子力発電所職員の
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Abstract– The decommissioning of nuclear power plants and staff turnover may lead to a depletion
of accumulated knowledge. Despite the implementation of nuclear knowledge management, current
efforts primarily focus on preserving knowledge without adequate consideration of knowledge
creation and inheritance. This study examines the correlation between generativity, job competence,
and social support among nuclear power plant staff in the decommissioning process. Generativity
refers to the capacity to create something new, promote it, and pass it on to future generations. The
research hypothesis posits that staff with plant operating experience will exhibit lower generativity
scores than those without such experience. However, the results indicate no substantial variation in
generativity scores, but there is a significantly higher social support score among staff with operating
experience. The study highlights the significance of knowledge management, incorporating the
concept of generativity, in facilitating knowledge acquisition activities across the organization.

Keywords– decommissioning, knowledge inheritance, nuclear knowledge management, phronesis,
social support

1. 背景

1.1 原子力発電所の廃止措置における現状と課題

日本の高度経済成長において高まる電力需要を支え
てきた多くの原子力発電所はその使命を終えて続々と
廃止措置に移行している．これら原子力発電所の廃止措
置は，原子炉とその周辺設備の解体や廃棄物の管理およ
び処理に関わる事業であり，電力を「生み出す（electric
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power generation）」方向とは全く異なるベクトルを持つ
仕事である．2023年時点での日本における廃止措置の
完了事例は動力試験炉である Japan Power Demonstration
Reactor（JPDR）の一例のみであり，同炉は 1996年 3月
31日に解体が完了している．この事例は，我が国最初
の廃止措置事例でもあり，廃止措置の技術開発の側面か
らも様々な知見を得ることを目的に多種多様な解体工法
が試されるなどした．
一方，原子力発電所のライフサイクルに注目すると，

建設や運転時代から廃止措置の完遂までは半世紀以上か
かる事業となり，そこに従事する職員等の間では世代交
代が発生する．廃止措置を安全かつ円滑に進めるために
は，既存の知識，技術，経験を適切に次の世代に継承し
ていく必要があるが，原子力利用を取り巻く環境変化や
団塊世代の技術者の定年退職者の増加によって，業界で
の人材が不足し，彼らが持っていた知識や技術が継承さ
れないことへの懸念が指摘されている [1]．これらの知
識は様々な媒体を介して世代間で継承していくものであ
り，解体や除染のための技術開発に加えて，原子力にお
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ける「人」に焦点を当てたソフト面の支援，および，廃
止措置に関する知識マネジメントの方法論を構築してい
く必要がある．
国際原子力機関（International Atomic Energy Agency

: IAEA）では，原子力知識の管理と保存を体系的に進め
るべく，2000年代から原子力知識マネジメント（Nuclear
Knowledge Management : NKM）の活用を提唱している．
NKMは知識マネジメント（KM）という経営工学的手
法を原子力分野に応用するもので，IAEAは KMを「特
定の目的の達成のために関連する知識を同定，取得，変
換，開発，普及，活用，共有，貯蔵するための統合され
たアプローチ」として定義している [2]．さらに KMを
人，プロセス，テクノロジーの 3つの基本要素で構成さ
れるものとし，なかでも KMは知識を共有し再利用す
る人々の意志に依存するため，人を最も重要な要素とし
ている．
しかし，実際のNKMに目を向けると，データベース

としての知識管理や事故事例の管理などが主流となって
おり，個人の内側からどのように知識が生まれ，そして
他者との関係の中で組織全体の知識となっていくのか，
という側面は重視されていない．Kanke [3]は，そもそも
経済学や経営学の分野で発展した知識マネジメントの概
念をそのまま原子力分野に適用することの妥当性が懸念
されることや組織における知のダイナミクスについて何
ら考慮されていないことを指摘している．これは NKM
が，知識マネジメントの中でも ITツールによる知識の
管理を重視し，SECIモデル [4]に代表される組織的な
知識の継承や創造については目を向けていないことを
示唆するものである．本研究における知識継承とは，内
平 [5]に基づいて，組織内かつ世代間において，知識の
送り手の頭の中にある知識を受け手の頭の中で再構築す
ることと定義する．ゆえに，知識を情報として共有する
だけの場合は，知識継承とは呼ばず，知識共有として扱
う．ここで言う世代間とは年齢的な世代だけでなく，前
後するプロジェクトもひとつの世代として扱う．
特に廃止措置においては，長期間のプロジェクト管

理の視点から世代間における知識の継承が求められるだ
けでなく，新たな知識を創造することも重要となってく
る．なぜなら，解体・除染・放射線及び廃棄物管理など
多岐にわたる専門的業務への対応策や，安全で合理的な
廃止措置のための知識や技術を継続的に生み出す必要が
あるためである．なお，本論文で「運転」や「運転時代」
と記すときは発電に関わる事業運営またはそのオペレー
ションのことを指し，廃止措置におけるプラントの維持
管理に関わる設備の運転とは異なるものとして扱う．
これらの議論を踏まえると，廃止措置の KMの射程

に知識の継承と創造も達成すべき重要な目的として含め
るべきである．また，廃止措置をより円滑に進めるため

には，知識の共有と再活用だけではなく，継承と創造の
意志を人々が持ち，それを促進し育成する組織文化があ
ることが，NKMに不可欠だと考えられる．

1.2 ジェネラティビティ
このような，組織における知識の継承と創造のみなら

ず，個人が行う継承や創造を検討するための観点として，
本研究ではジェネラティビティ（generativity）1という概
念に着目する．ジェネラティビティとは，generate（生
成）と generation（世代）という言葉を合成した造語で
あり，新しいものを生み出し，育て，次世代に伝えてい
く力のことである．人間の一生にわたる人格の発達課題
を 8つのステージに分けた Erikson [6]のライフサイク
ル論における壮年期の主題（theme）を解決することで
発達すると言われている．この理論については，生物学
的に子孫を残すといった生殖性だけでなく，社会におけ
る世代継承といった多面的な心理社会的要素を持つもの
として概念の再構築が試みられており [7, 8]，理論モデ
ルの構築 [9]や測定尺度の開発 [10, 11]が行われている．
当初の理論 [6]では，壮年期がジェネラティビティの

発達のピーク期であり，その後は幾分減少することが示
唆されていたが，近年の実証的研究が示すところによれ
ば，多くの高齢者が老齢期（65歳以上）になってもジェ
ネラティビティを発達させることができるという．丸
島 [12]によると，成人中年期の高齢者を対象にしてジェ
ネラティビティを比較した結果，高齢者のそれが最も高
く，Schoklitsch & Baumann [13]も，年齢とジェネラティ
ビティには正の相関があることを示唆している．その
一方で，ジェネラティビティは生涯を通じて適用できる
概念であり [14]，また若年者や高齢者の間でも世代継承
的な経験の差異によって個人差が認められる [15, 16]．
これらの事実からジェネラティビティは壮年期以外に
も発達させられることがわかる．では，年齢以外に何が
ジェネラティビティの発達に影響を与えているのであろ
うか．
先行研究では，年齢以外に高齢者のジェネラティビ

ティにポジティブな影響を与えるものとして，本人の仕
事の満足度 [17]や就業継続 [18]といったキャリアに関
する要素も挙げられている．また Templer et al. [19]は，
知識や経験を次世代に伝える仕事内容であるかどうかが
高齢者のジェネラティビティに影響することを示してい
る．新木 [20]も介護施設で働く職員を対象とした調査
において，年齢が高まるごとに自分の能力を発揮するこ

1. ライフサイクル論が日本語訳された当時は，generativityは子孫を残
すことに焦点を当てて生殖性と訳されており，その後，generativity
が示す概念をより正確に表すために近年の日本語文献では「世代
継承性」または「世代性」と訳されている．しかしながら，この訳
語では「世代」や「継承」に焦点が当てられていると解釈されがち
で，generativity が本来持つ生成・創造という重要な点が見落とさ
れかねない．そのため，本研究では極力誤解を避けるために「ジェ
ネラティビティ」と表現する．
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とで得られる感覚である「仕事の有能感」も高まってい
き，結果としてジェネラティビティが発達に向かうこと
を確認している．
その一方で，人はジェネラティビティの発達課題を達

成できなければ，自分のことにしか関心を示さない「停
滞」に陥ると言われている [6]．停滞の状態に陥ると人
間関係は貧困になり，他者に積極的に関与しようとしな
くなる．仮に組織の構成員に「停滞」が生じてしまうと，
これまで組織が生み出してきた知識が継承されないだけ
でなく，仕事を通じた次世代の育成も妨げられることに
なりかねない．実際に職務上のストレスとジェネラティ
ビティには負の相関があることが報告されている [21]．
他にも中・高年期において職場での孤立が生じると，職
業的アイデンティティとして，このままの自分ではいら
れないという危機的感覚が生じるという [22]．このよう
に周囲が自分に求めていることと自分が仕事に求めてい
ることとの間のズレを軌道修正させるためには，他者，
特に部下や後輩との関係を通して軌道修正することが重
要であるという [23]．つまり，ジェネラティビティは個
の発達課題であるものの，その発達状況は他者や組織に
も大きな影響を与え，また他者や組織からも影響を受け
るものとなっている．前述した知識継承と創造を含めた
KMを実現するためには，このジェネラティビティを低
下させずに業務に携わることが重要となる．

1.3 廃止措置業務とジェネラティビティ
知識の活用という観点から原子力発電所の廃止措置

への移行を見ると「活用される知識」の大きな転換点と
捉えることができる．なぜなら，運転時代に使用されて
きた知識をそのまま全て廃止措置に活かせるわけではな
く，活用できる価値またはその必要性がなくなる知識も
あると考えられるためである．当然，この転換点におい
て大きな影響を受けるのは，運転業務に携わっていた職
員であろう．例えば，発電に直接関わるマニュアルなど
は廃止措置においては必要とされなくなり，同時にそう
した知識も継承されにくくなると考えられる．もちろん
廃止措置においても引き続き維持管理に必要な設備の運
転マニュアルは重要な知識源である．しかし，廃止措置
においては段階的に進行する解体に合わせて維持管理す
る設備等も縮小するためマニュアル等を参照する頻度は
低くなると同時に，マニュアルには記載されていない暗
黙的な知識もベテラン職員の退職と共に失われていく可
能性が高いと言える．つまり，運転業務に従事していた
職員は，そうでない職員と比べて自らの知識を次世代へ
伝える行動が少なくなると考えられる．
また，活用する知識が従前の運転業務から廃止措置

業務へ変化するだけでなく目的や目標の転換も生じてい
る．すなわち，発電は高度化する産業と生活の電力需要
を支えるエネルギーを生み出すという社会的インフラの

一部を担っているが，それとは反対に，廃止措置は，そこ
に存在したものを安全に解体して無くすという目標が設
定される．このような状況の中，運転に携わっていた職
員が新たな目的や目標を自己の中で再構築できなかった
り，廃止措置に関する業務へ適応できなかったりする場
合には，職場における居場所や職業的アイデンティティ
を失い，他者へ関心を示さなくなる「停滞」の状況に陥
りやすくなると考えられる．
つまり業務の目的が廃止措置へと転換することによっ

て運転業務に携わっていた人々の働く意欲だけでなく次
世代に関与する意志や行動が変化すると推察される．も
しこの変化がネガティブな方向性を持っているのであれ
ば，廃止措置に関する KMを円滑に進めるための基盤
が毀損していることになりかねないため，それに対処す
る必要も出てくるであろう．

2. 研究目的・方法

2.1 研究目的
本論文では，原子力発電所の廃止措置を契機とする知

識や技術の継承を射程に，原子力発電所の運転から廃止
措置へのドラスティックな職務の変化を経験している職
員のジェネラティビティの特徴とその特徴に至る理由に
ついて明らかにすることを目的とする．
そこで本研究では，実際の発電運転から廃止措置に移

行した国内 3例目となる日本原子力研究開発機構の新
型転換炉原型炉ふげん（以下「ふげん」）に従事する職
員を対象に調査を行う．「ふげん」は 2003年に運転を終
了し，2008年から廃止措置に移行しており，原子力発
電所の運転に係わった職員が廃止措置業務も担うなど，
ドラスティックな職務の変更を体験している．具体的に
は，廃止措置業務の転換によって運転経験のある職員の
ジェネラティビティが低下することを想定し，「運転経
験のある職員は，運転経験のない職員よりジェネラティ
ビティが低い」という仮説を立て検証と考察を行う．ま
た，ジェネラティビティに相関する要因についても明ら
かにし，廃止措置と職員のジェネラティビティとの関係
について KMの観点から考察する．

2.2 研究方法
2.2.1 調査方法と分析対象者

調査期間は 2018年 10月 22日から 11月 2日で，「ふげ
ん」の全職員（アルバイトを含む）112名にメールで調査
票を配布し，回答は 2週間以内に「ふげん」が所有する共
有サーバに送付する形を採った．回答期限までに 106名
から回答があり，回収率は 94.6%であった．年齢範囲は
19～ 65歳で回答者全体の平均年齢は 44.8歳であった．
このうち，運転経験のある職員はすべて技術職であるた
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め，比較対象となる運転経験のない職員の職種も技術職
に限定することとした．そのように 2つの群に分けた結
果，運転経験あり群の平均年齢は 53.2歳（SD=8.41），運
転経験なし群の平均年齢は 39.3歳（SD=12.2），運転経
験有無では年齢の差が 13.9歳で，両群の年齢差が大き
いことが分かった．また，先行研究 [12, 24]より，ジェ
ネラティビティは年齢と正の相関があることが知られて
いるため，本研究では，運転経験あり群となし群の年齢
構成を合わせるため，運転経験あり群の最小年齢である
35歳を基準として，運転経験あり群・なし群共に 35歳
以上の技術職を分析対象者とした．その結果，各群での
分析対象者は，運転経験あり群で 37名（平均年齢 53.2
歳）であり，運転経験なし群で 28名（平均年齢 48.0歳）
となった．

2.2.2 調査内容

調査票ではジェネラティビティ，仕事の有能感，ソー
シャルサポートの 3つを測ることのできる尺度を用い
た．それ以外には基本属性である性別，年齢，職位，プ
ラント運転経験の有無，プラント運転経験がある場合の
経験年数等を尋ねた．次に各尺度の内容について説明
する．

2.2.2.1ジェネラティビティ尺度
ジェネラティビティの計測は，串崎 [24]の世代継承

性尺度を用いる．世代継承性尺度は，丸島・有光 [25]な
どの尺度と比較して，停滞といった否定的な対応要素を
含み，ジェネラティビティを肯定的特性と否定的特性の
両面から測定できる．本研究では，分析対象者が停滞に
陥っているかどうかも調べる必要があるため，否定的特
性についても測定できる世代継承性尺度を採用した．
この尺度は「生み出し育てることへの関心」「世代継

承的感覚」「自己成長・充実感」「脱自己本位的態度」の
4因子 25項目で構成され，「あてはまらない」（1点）か
ら「あてはまる」（5点）まで 1点刻みの 5段階のうち最
も当てはまるものを選択してもらった．このうち「自己
成長・充実感」因子が停滞の感覚に相当している [24]．
全 25項目の合計得点（125点満点）を各個人のジェネ
ラティビティ得点と呼び，この得点によって分析対象者
のジェネラティビティを評価する．

2.2.2.2仕事の有能感尺度
運転経験がない職員が運転経験のある職員と比べて

ジェネラティビティが高かった場合，その違いが何に
よってもたらされるかを明らかにするため，先行研究に
おいてジェネラティビティにポジティブな影響を与え
るとされる「仕事の有能感」とジェネラティビティの関
係を明らかにする．仕事の有能感を測るための尺度とし
て，本研究では壬生・神庭 [26]の仕事の有能感尺度を用

いた．この尺度は，「業務の達成」「能力の発揮・成長」
「仕事の予測・問題解決」「チームとしての役割遂行」「現
在の仕事に対する満足感」「現在の仕事に対するやりが
い感」6因子 20項目で構成されている．それらの項目
を「あてはまらない」（1点）から「あてはまる」（5点）
まで 1点刻みの 5段階のうち最も当てはまるものを選択
してもらった．全 20項目の合計得点（100点満点）を
各個人の仕事の有能感得点と呼び，この得点が高いほど
仕事で自己の能力を発揮できていると感じている．

2.2.2.3ソーシャルサポート尺度
業務における次世代へ関与する行動を測るものとし

て，本研究では，蘇ら [27]の上司および同僚からのサ
ポートに関する尺度を採用する．この尺度は 8項目から
構成されており，「後輩に役立つアドバイスをしてあげ
るか」「後輩に専門知識に関する情報提供してあげるか」
「後輩に仕事のやり方やこつを教えてあげるか」「後輩に
どこがうまくいかなかったか指摘してあげるか」といっ
た知識の伝達に関する項目と，「後輩に相談にのってあ
げるか」「後輩にうまくやれたことを正しく評価してあ
げるか」「後輩に好意的に励ましてあげるか」「後輩に負
担の大きいときは仕事を支援してあげるか」といった仕
事に対する意欲を高める項目が含まれる．本調査では，
この質問項目について「あてはまらない」（1点）から
「あてはまる」（5点）まで 1点刻みの 5段階のうち最も
当てはまるものを選択してもらった．全 8項目の合計得
点（40点満点）をソーシャルサポート得点と呼び，こ
の得点によって廃止措置における原子力発電所に従事す
る職員の次世代へ関与する行動を評価する．

2.2.2.4知識の伝達・活用に関する質問
上記の 3つの尺度の他にも，廃止措置に移行する前後

における知識の伝達・活用に関する質問も行った．発電
に関わる運転の停止によって，主にその知識の伝達・活
用に変化が生じたと想定されることから，これらの質問
は運転が停止された 2002年度以前に入社した職員のみ
を対象とした．具体的には運転経験のある職員に対して
廃止措置移行後における他者へ知識を伝える機会の増減
を問うことによって仮説の前提が成り立っているかを確
認し，また運転に関する知識が現在の廃止措置業務で活
用できているか，そして廃止措置業務に関する知識をど
のように身につけたのか，組織的教育の有無などを問う
ことで，知識の伝達・活用とジェネラティビティとの関
係を明らかにする．

2.2.3 分析対象者の妥当性の検討

本研究では，「ふげん」における廃止措置によって運
転経験のある職員が持つ運転に関わる知識や技術が廃
止措置業務に直接使えず，それらの知識や技術が他人に
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Table 1: Changes in the frequency of knowledge and skills
transfer before and during the decommissioning process.

n % n %

Decreased 17 48.6 1 10.0

No change 15 42.8 6 60.0

Increased 3 8.6 3 30.0

Total 35 100.0 10 100.0

With plant operation Without plant operation

継承できなくなると想定している．まず「ふげん」にお
いてこの前提が成立しているかどうかを確かめるため，
廃止措置に移行する前後の当時を振り返って知識や技術
を教える回数がどの程度変化したかを分析対象者に問う
た．Table 1は，入社してから職場で他人に知識や技術
を「よく教えた」「やや教えた」と回答した職員の廃止
措置に移行する前後における知識や技術を他人に教える
回数の変化を示したものである．なお，教える立場にな
かった等の理由から該当しなかった者（運転経験あり群
で 2名，運転経験なし群で 10名）は Table 1に含まれて
いない．結果から，廃止措置移行後に知識や技術を他人
に教える回数が減少した人数は，運転経験あり群で 17
名（48.6％），運転経験なし群で１名（10.0％）であった．
知識や技術を他人に教える回数があまり変わらなかった
と回答した人数は，運転経験あり群で 15名（42.8％），
運転経験なし群で 6名（60.0％）であった．教える回
数が増加したと回答した人数は，運転経験あり群で 3名
（8.6％），運転経験なし群で 3名（30.0％）であった．
ここから運転経験のある職員の半数近くが知識や技術を
他人に教える回数が減ったことが確認され，その割合は
運転経験がない職員と比べて大きいことがわかった．ま
た，運転経験の有無と知識・技術の教える回数の変化と
の関連について Fisherの直接確率検定を実施したとこ
ろ，有意確率 p = .037となり 5％水準で有意差が認めら
れた．つまり，運転経験の有無と知識・技術の教える回
数に関連があると言える．
他人に知識・技術を教える回数が減少した理由として

一番多かったものは「伝える相手がなくなったから（10
名）」で，次いで「自分の知識・技術は役に立たないと
思うから（4名）」であった．「自分は他人に教える能力
がないから」を選んだ者はひとりもいなかった．「その
他」を選択した者の具体的な理由として挙げられた「プ
ラント運転に関する技術であるから」や「廃止措置への
移行により，規制される項目が減った」という点は廃止
措置によって業務内容が変わったことが原因であると考
えられる．したがって，廃止措置によってこれまで保持
していた運転に関する知識や技術が直接活用できないこ
と，そしてそれらを他人に教える必要がなくなった技術

Table 2: Comparison of generativity scores of Fugen staff
with previous research by age group.

Age

group
Subject

Mean

(SD)

Mean

(SD)
p-value

Mean

(SD)
p-value

Care stuff [28]
86.48

(8.26)
.70 .83

Adults [24]
79.13

(12.11)
.30 .09

Care stuff [28]
86.49

(10.52)
.85 .85

Adults [24]
84.79

(11.04)
.60 .60

Care stuff [28]
88.18

(10.39)
.58 .37

Adults [24]
84.62

(10.98)
.004 .08

Care stuff [28]
91.96

(11.80)
.55 .37

Adults [24]
92.66

(10.76)
.41 .42

Previous research

85.9

(12.5)

88.9

(11.5)

91.6

(8.94)

97.3

(8.83)

With plant

operation

Without plant

operation

40s

30s

50s

60s

85.0

(6.21)

87.4

(8.26)

93.5

(12.6)

89.5

(8.41)

職が存在することを確認できた．これらに該当するのは
ほとんどが運転経験のある職員であることから，我々が
想定した「運転経験のある職員が廃止措置への移行後に
知識を他人に伝えることができなくなっている」という
ケースがふげんにおいて発生していると言える．

3. 結果

3.1 ふげんの技術職員のジェネラティビティ得点
Table 2は「ふげん」における年代別，運転経験有無

別の技術者のジェネラティビティ得点の平均と先行研究
における介護施設職員 [28]と一般成人 [24]の年代別の
ジェネラティビティ得点の平均を比較したものである．
先行研究との比較について，本来であれば一元配置分散
分析を実施すべきであるが，そのために必要なデータを
論文から得ることができなったため，Bonferroni補正し
た t検定（両側検定）を実施して，群間の有意差を検討
した．結果から 50代における運転経験あり群と一般成
人との間のみで有意差が見られたが，それ以外では各年
代においてジェネラティビティ得点の平均に有意差は認
められなかった．この結果を見る限り，「ふげん」にお
ける技術者のジェネラティビティ得点が先行研究での調
査結果のそれらと比べて著しく高い，もしくは低いとい
う結果となっていないことがわかる．

3.2 運転経験有無別の各尺度の平均得点
運転経験有無別での各尺度の相違点を見るために，運

転経験有無別での各尺度の平均得点について t検定（両
側検定）を行い，その結果を Table 3 に示した．35 歳
以上の技術者を対象とした運転経験あり・なしの 2群の
各尺度のそれぞれの平均得点は，まず，ジェネラティビ
ティ得点について，運転経験あり群が 90.5（SD = 10.5），
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Table 3: Means, standard deviations for each scale, and
p-values for t-test by plant operating experience.

Mean (SD) Mean (SD) p-value

Generativity 90.5 (10.5) 89.0 (10.9) .59

Competence 72.8 (9.3) 71.1 (11.5) .52

Social support 31.9 (3.8) 29.6 (5.6) .048

With plant

operation

Without plant

operation

Table 4: Means, standard deviations for generativity sub-
scale, and p-values for t-test by plant operating experience.

Mean (SD) Mean (SD) p-value

Generative concerns 29.4 (3.4) 29.2 (4.8) .85

Sence of generational succession 14.8 (2.9) 15.0 (3.1) .83

Sence of self-growth and fulfillment 24.2 (4.0) 23.3 (4.5) .40

Getting out of a self-centered attitude 22.0 (3.4) 21.6 (2.4) .51

Without plant

operation

With plant

operation

運転経験なし群が 89.0（SD = 10.9），有意確率は p = .59
でジェネラティビティ得点について運転経験有無別での
平均得点に有意差はなかった．仕事の有能感得点につい
て，運転経験あり群が 72.8（SD = 9.3），運転経験なし
群が 71.1（SD = 11.5），有意確率は p = .52で，有能感
得点についても運転経験有無別で平均得点に有意差がな
かった．ソーシャルサポート得点について，運転経験あ
り群が 31.9（SD = 3.8），運転経験なし群が 29.6（SD =
5.6），有意確率は p = .048で，ソーシャルサポート得点
では運転経験有無による平均得点に 5％水準で有意差が
認められた．
運転経験別でジェネラティビティの平均得点に有意差

は認められなかったが，実際に運転経験がある職員が停
滞に陥っているかどうかについても調べるために，運転
経験有無別でジェネラティビティの下位尺度の平均得点
について t検定（両側検定）を行った．Table 4に示し
た下位尺度のうち「自己成長・充実感」が「停滞」に相
当しているが，これらの下位尺度の平均得点においても
運転経験有無別で有意な差は見られなかった．

3.3 運転経験有無別での各尺度間の相関係数

先行研究 [20, 24]でジェネラティビティと相関する要
因として挙げられている年齢，仕事の有能感，ソーシャ
ルサポートが，運転経験の有無別で各尺度間の相関に違
いがあるのかを確かめるために，ジェネラティビティ，
年齢，仕事の有能感，ソーシャルサポートの平均得点間
での相関係数を運転経験あり・なし群別を算出した．そ
れぞれの結果を Table 5と Table 6に示す．

Table 5: Correlation coefficient for the group with plant
operation.

Generativity Competence Social support Age

Generativity ― .68** .65*  .21

Competence ― .76** .15

Social support ― .17

Age ―

** p < .01, * p < .05

Table 6: Correlation coefficient for the group without
plant operation.

Generativity Competence Social support Age

Generativity ― .66** .41*  .36

Competence ― .51** .42*

Social support ― -.04

Age ―

** p < .01, * p < .05

運転経験あり群の各尺度間の相関係数は Table 5に示
すように，年齢とジェネラティビティ（r = .21，p > .05），
年齢と仕事の有能感（r = .15，p > .05），及び年齢とソー
シャルサポート（r = .17，p > .05）の相関はいずれも有意
ではなかった．その一方で，仕事の有能感とソーシャル
サポートは有意な正の相関を示した（r = .76，p < .01）．
ジェネラティビティとソーシャルサポート（r = .65，p
< .05），及び仕事の有能感とジェネラティビティとの間
にも有意な正の相関が見られた（r =. 68，p < .01）．
運転経験なし群の各尺度間の相関係数は Table 6に示

すように，年齢とジェネラティビティ（r = .36，p > .05），
年齢とソーシャルサポート（r = -.04，p > .05）の相関は
有意ではなかったが，年齢と有能感の間では有意な相関
が認められた（r = .42, p <.05）．その他の相関は，運転
経験あり群と同じように，ジェネラティビティと有能感
（r = .66，p < .01），ジェネラティビティとソーシャルサ
ポート（r = .41，p < .05），ソーシャルサポートと有能
感（r = .51，p < .01）の間に有意な相関が見られた．

3.4 年齢を制御した各尺度間の偏相関
先行研究 [13, 20, 24]において仕事の有能感，及びジェ

ネラティビティと年齢との間に正の相関があることが指
摘されているため，次に年齢を制御変数とし，仕事の有
能感，ジェネラティビティの偏相関係数を算出し，それ
らの結果を運転経験別にそれぞれ Table 7と Table 8に
示した．Table 7に示すように，仕事の有能感とジェネ
ラティビティ（r = .67，p < . 01），仕事の有能感とソー
シャルサポート（r = .75，p < .01），及びジェネラティ
ビティとソーシャルサポートに有意な正の相関が認めら
れた（r = .64，p < .05）．
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Table 7: Partial correlation coefficient with age as a
control variable for the group with plant operation.

Generativity Competence Social support

Generativity ― .67** .64*  

Competence ― .75**

Social support ―

** p < .01, * p < .05

Table 8: Partial correlation coefficient with age as a
control variable for the group without plant operation.

Generativity Competence Social support

Generativity ― .61** .45*  

Competence ― .58**

Social support ―

** p < .01, * p < .05

Table 8は運転経験なし群における年齢を制御変数と
した各尺度間の偏相関係数である．仕事の有能感とジェ
ネラティビティ（r = .61，p < .01），仕事の有能感とソー
シャルサポート（r = .58，p < .01)，及びジェネラティ
ビティとソーシャルサポートにも有意な正の相関が認め
られた（r = .45，p < .05）．

3.5 知識・技術の活用と組織内教育
運転に関わる知識が廃止措置業務で活用できている

かどうかを検討するために，「ふげん」が運転を停止し
た 2003年より前の知識を活用できているかどうかとい
う質問に対する結果を Table 9に示した．なお，この質
問に回答できるのは 2002年以前に入社している技術者
に限定されるため，運転経験なし群では 2002年以前に
入社した 10名のみが分析対象となる．Table 9から運転
経験あり群は，以前の知識を活用できている人は 33名
（89.2％），運転経験なし群は，以前の知識を活用できて
いる人は 9名（90.0％）であった．

Table 10は運転経験有無別で「ふげん」内で廃止措置
に関する知識・技術を身につける教育があったかどうか
について問うた結果である．運転経験あり群で「教育が
なかった」と回答した人数は 28名（75.7％），運転経験
なし群で同じく「教育がなかった」と回答した人数は 7
名（70.0％）であった．廃止措置に関する組織的な教育
の存在の認識については運転経験の有無によって大きな
差異はなく，およそ 7割近くが組織的な教育が存在しな
かったと回答している．「教育があった」と回答した職
員に対して，その教育の効果について尋ねたところ，こ
ちらも運転経験の有無によってその効果に大きな差異は
認められなかった．教育の効果について「やや不十分」

Table 9: Application of knowledge and skills acquired
before decommissioning.

n % n %

Yes 33 89.2 9 90.0

Yes and no 4 10.8 1 10.0

No 0 0 0 0.0

Total 37 100.0 10 100.0

With plant

operation

Without plant

operation

Are you able to apply the

knowledge and skills you

acquired prior to

decommissioning to your

current work?

Table 10: Organizational training during decommissioning.

n % n %

Yes 9 24.3 3 30.0

No 28 75.7 7 70.0

Total 37 100.0 10 100.0

With plant

operation

Without plant

operation

During decommissioning,

was there any training in your

organization to acquire knowledge

and skills about decommissioning?

もしくは「不十分」であると回答した職員はいなかった
が，一番多い回答としては「どちらともいえない」であ
り，運転経験あり群で 6名（66.7％），運転経験なし群
では 2名（66.7％）であった．

4. 考察

4.1 運転経験有無別のジェネラティビティ

Table 3の結果から，ジェネラティビティの平均得点
について，運転経験あり群となし群の間に有意な差は見
られなかった．ソーシャルサポートの平均得点について
は，運転経験あり群のほうがなし群よりも高く、t検定
においても有意差が認められた．また，運転経験あり群
では，年齢とジェネラティビティ及びソーシャルサポー
トに有意な相関がなかったことから，ふげんでは 30～
40代でもジェネラティビティやソーシャルサポートが
高い職員が存在することが示された．この結果は，先行
研究 [15, 16]における報告と同じ傾向を示している．本
研究では，運転経験のある職員が持つプラント運転に関
わる経験や知識が廃止措置業務に直接使えず他人に教え
ることができなくなることで，ジェネラティビティが低
くなると考えていた．しかし，運転経験のある職員が運
転経験のない職員と比べてジェネラティビティの平均得
点に有意差は見られなかった．Table 3の結果から，本
研究で設定した,「運転経験あり群のジェネラティビティ
が運転経験なし群より低い」といった仮説が棄却される
こととなった．
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4.2 廃止措置業務に適応するための学習

運転経験のある職員は今まで培ってきた運転に関わ
る知識や技術が廃止措置作業に直接使えないと考えた
が，Table 9の結果から，運転経験のある職員の約 9割
が 2003年以前の知識を活用できていたことが判明した．
だが，その知識だけで廃止措置業務を遂行することは困
難である．しかしながら，運転経験の有無によって仕事
の有能感の平均得点に有意差がなかったことから，運転
経験のある職員が現在の廃止措置に関わる業務を遂行す
る上で大きな支障があるようには見えない．また，ソー
シャルサポートの平均得点では運転経験がある職員のほ
うが高く，有意差も認められたことから，後輩に関与す
る行動も失われていないと考えられる．では運転経験の
ある職員の有能感の源泉のひとつと考えられる新たな知
識，及びソーシャルサポートのもととなる知識そのもの
はどのように獲得することができたのであろうか．その
候補として組織における体系的な教育が考えられるが，
Table 10からは，組織的な教育の効果がほとんどなかっ
たことが伺える．
であるならば，個人による学習によって廃止措置に関

わる業務の知識を獲得したと考えられるが，果たして本
当にそのようなことが起こっていたのであろうか．本調
査では「プラント運転を終了したことよって，生じた業
務内容の変化に適応するため，あなたはどのようなこと
を取り組みましたか」という質問を行っている．その結
果をまとめると，運転経験あり群では新たな業務に適応
するために大きく分けて 3つの方法を取っていることが
わかった．一つ目は OJTを通じた業務経験からの知識
の習得，二つ目は文献や参考書等を通じた自主学習，三
つ目は外部機関での研修や講演会を受講することによる
知識の習得である．いずれも能動的に新たな知識を習得
することで業務の変化に適応しようしていることがわか
る．一方で運転経験なし群は「安全管理課の知識・経験
を活かして廃止措置計画の安全評価業務に主担当として
従事した」「プラント運転時代の必要な知識を廃止措置
に生かすことに取り組んだ」など，運転時代の知識を活
用することで廃止措置業務に適応しようとしていること
がわかる．
このように運転経験がある職員は能動的に新しい知識

を獲得することで，「ふげん」で新たに生じた廃止措置
に関わる業務に適応しており，結果的にそうした活動が
仕事の有能感を下支えすることによってジェネラティビ
ティ得点が相対的に低下しなかったと考えられる．
では，なぜ運転経験のある職員は，廃止措置移行後に

職場で知識や技術を伝える回数が減ったにも関わらず，
廃止措置業務に適応することができたのであろうか．中
村・岡田 [29]は，職場における心理的居場所感の低下
や喪失を経験したとしても，経験から得た知恵の活用と

いった自己内省や自己理解により，自身の状況を変える
対処ができることを示している．おそらく運転経験のあ
る職員も廃止措置移行後は，運転業務から廃止措置業務
への大幅な業務内容の変更が発生したこと，それに伴い
一部の運転経験あり職員の中で他者への知識・技術を教
える回数が減少したことから一時的に心理的居場所感の
低下が発生したと推測されるが，廃止措置業務において
運転経験で得た知識や技術が活用できることもあって，
居場所感の上昇や回復が生じたと考えられる．

4.3 ジェネラティビティとソーシャルサポートの
関係

ソーシャルサポートとジェネラティビティの偏相関
係数について，運転経験の有無に関わらず有意な相関が
認められたが（Table 7，8），運転経験のある職員におけ
る両者の相関のほうが運転経験のない職員よりも強い
ことがわかった．先行研究の調査項目には仕事に関する
知識の継承や職場における後輩の育成といった内容が含
まれていなかったが，今回の調査・分析によって，新た
にソーシャルサポートとジェネラティビティの間にも正
の相関があることが判明した．また，廃止措置移行直後
に，多くの運転経験のある職員において他人に知識・技
術を教える行動の回数が減ったが，Table 3によりソー
シャルサポートの平均得点については運転経験あり群の
ほうがなし群よりも高く，群間で有意差もあった．業務
上のソーシャルサポートが失われることなく，実践され
ていることによってもジェネラティビティ得点が相対的
に下がらなかったと考えられる．
本研究では他者に対してサポートする能動的ソーシャ

ルサポートのみに着目したが，先行研究からは，他者か
らのサポートを受ける程度を表す受動的ソーシャルサ
ポートが高い人ほどバーンアウト（燃え尽き）の傾向が
低いことが知られている．バーンアウトは，主にヒュー
マン・サービス従事者の職務ストレスとして知られてお
り，仕事上の成果が急激に落ち，有能感や仕事での達成
が低下するによって，離職や強い自己否定といった行動
をとると言われている [30]．つまりジェネラティビティ
の対立命題である「停滞」の状態に極めて近い状況に陥
ると考えられる．本研究における調査で，「ふげん」内で
能動的ソーシャルサポートが実践されているという事実
は，同時にソーシャルサポートを受けている職員が存在
していることも表している．能動的ソーシャルサポート
が実践されることで，バーンアウトや「停滞」に至る職員
の発生を未然に防いだ可能性もある．また，ソーシャル
サポートには，ストレス緩衝効果だけでなく，個人の学
習や成長を促すといった効果も認められている [31, 32]．
廃止措置移行後の現在の「ふげん」において職員の自己
学習が進んだ理由として，ジェネラティビティの高い職
員による能動的ソーシャルサポートの影響もあることが
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推測される．

4.4 組織的知識創造と知識実践へ向けて
ジェネラティビティそのものは，個人における発達

概念であるが，本研究を通じて，その影響範囲は他者へ
のソーシャルサポートや新たな知識を生み出すといった
形で組織における業務にまで及んでいることが示唆され
た．しかし，それが組織として知識や技術を活用するた
めの教育や知識マネジメントの成果であることまでは確
認できなかった．野中・竹内 [33]は，SECIモデルを拡
大し新たに時間次元を含めた SECIスパイラルという動
態モデルを提唱し，組織が知識創造から知識実践2に至
るプロセスの説明を試みている．その SECIスパイラル
を上昇させる主な原動力として「フロネシス」を挙げて
いる．フロネシスとは，アリストテレスによって分類さ
れた知識の三形態のひとつで，「実践知」や「賢慮」など
と訳される．フロネシスの要となる特徴に「共通善」が
あり，これは組織の利益だけを追い求めず，業界や社会
のためになることを追求しようとするものである．共通
善の追求に欠けている組織では SECIスパイラルの上昇
が滞り，社会の中で長く生き残っていけないという．つ
まり，組織の中で絶え間なく知識が創造され，増幅し，
実践されるためには，知識を実践するものが高次の目的
を持つことが求められる．
ふげんでは，産業と生活に必要なエネルギーを生み出

す運転業務から原子力施設を安全に解体して無くすとい
う廃止措置業務への転換によって組織としての目的が大
きく変化したが，運転業務に従事していた技術者はその
目的変更をどのように受容したのであろうか．そこで，
運転業務から廃止措置業務への転換によってふげんの技
術職の働く目標や意欲に変化があったかどうか，また運
転時代の知識を廃止措置業務でどのように活用できてい
るのかを確認するため，調査票に回答した 50～ 70代の
ベテラン技術職 6名に対して 2023年 5月 24日にフォー
カスグループを追加実施した．
その結果から，運転業務について「国家プロジェク

トとして与えられた施設を運転していくという自負心が
あった」や「（国の原子力技術開発を担い，技術の国産
化を進めるためにも）私達がやらなければならない」と
いう社会に対する強い目的意識を技術者たちが持ってい
たことがわかった．一方で，廃止措置によって原型炉で
ある「ふげん」を発展させて新型転換炉（ATR）の商用
化へ向けた道が失われたことでそれらが失われたと述べ
ている．また，運転時代はトラブルに対して安全面に配
慮し迅速に復旧させるためにもチームで一丸となって解
決案を考えて対策にあたるなど，組織として問題解決に

2. 知識創造が知識の獲得，蓄積，保存，成文化，アクセス，研究であ
るのに対して，知識実践とは，知識を適用すること，活用すること，
広く浸透させること，賢明な行動に結びつけることを指す [33]．

向けた知識創造の場が多くあったが，運転停止によって
そうした場が少なくなっていることも述べられた．
しかしながら，廃止措置作業においても運転時代と

同様に各現場やそれを支える組織においても継続した知
識創造が必要である．背景でも述べたが，日本における
廃止措置が完了した事例は JPDRの一件のみであり，今
後，廃止措置を効率的かつ適切に完遂するためには，ト
ラブル対応という側面以外にもさらなる技術開発を含め
た知識創造が求められる．実際にふげんでは，4.2で確
認した通り，廃止措置移行後に職員の自己学習が生まれ
ており，フォーカスグループでも「運転時代に培った原
子力施設の構造や汚染範囲に関する知識が廃止措置業務
に役立った」との発言が見られた．また「廃止措置もひ
とつの大きなプロジェクトである」という発言から，現
在では廃止措置業務に準じた新たな高次の目的意識が形
成されていると言える．
さらに，このような実践知あるいはフロネシスを高め

るための要件として，野中・竹内 [33]は，組織が内外に
開かれるコミュニティとなることを挙げており，相互交
流の「場」を通じて「新しい洞察」や「新しい意味」が生
み出されることが組織を拡大させる原動力になると述べ
ている．立場が異なる者との相互交流の必要性について
は，停滞へ陥ることを防ぐ「職業的アイデンティティ」
の文脈でも語られており，高橋 [34]は多世代との交流を
行って仕事を共創することで職業的アイデンティティを
高めることができると述べている．また，仕事をする中
で他者から認められ他者を認める経験をしている人は，
他者との関わりから得られる新たな気づきも多く，ジェ
ネラティビティが成熟しているという [35]．つまり，組
織内外の人々が相互交流できる場を組織が意図的に創造
していくことも，組織的知識創造を進める上で必要不可
欠なものとなる．

5. 結論

本研究は，運転経験のある職員がプラントの運転に
関わる知識を継承できなくなることで，ジェネラティビ
ティが低下するという仮説を立て，質問紙調査によって
これらの仮説の検証を行った．しかしながら，プラント
運転経験の有無によってジェネラティビティの平均得
点に有意差が認められなかったことから我々が提示し
た仮説は立証されず，むしろソーシャルサポートの平均
得点については運転経験がある職員のほうが高い結果と
なった．
運転経験のある職員のジェネラティビティ得点が低

くならなかった原因として，運転時代の知識が現在の廃
止措置業務に活用できていることと，廃止措置に適応す
るために能動的に知識を習得していることが影響して
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いる可能性が示唆された．また，運転停止後に，多くの
運転経験のある職員が他人に知識・技術を教える行動が
減ったと回答したが，現在の運転経験の有無によるソー
シャルサポートの平均得点にも有意差が認められなかっ
たことは，廃止措置業務に適応するために習得もしくは
生み出された知識が部下や後輩に伝達されていることを
示唆するものである．一方で，廃止措置移行後に組織全
体として知識継承や知識創造が成されていたことは確認
することができなかった．今後，知識継承や創造を伴う
NKMを原子力発電所で実践していくためには，組織に
おけるフロネシスを高めることが必要であり，そのため
の方法として組織内外で相互交流できる場を組織が意図
的に創造することが重要であることを指摘した．
本研究を通じて，運転から廃止措置という業務の大転

換をより円滑に進めるためには，知識管理という意味で
のKMや解体・除染等の作業に向けた技術開発だけでな
く，技術者を支える周囲のサポートと個のジェネラティ
ビティといった継承と創造の意志が重要であることがわ
かった．この事実から横幹科学技術で目指される，横幹
知の創造・活用を意味する Transdisciplinaryの実践にお
いて，知を創造・活用する人の心理や社会における公共
善を考慮する必要があることを示した点に横幹科学技術
としての新規性がある．そして，原子力発電所だけでな
く，社会環境の変化によって職場における業務が大きく
転換する時代において，レジリエントな組織として公共
性を発揮し，かつ Transdisciplinaryを実践するための方
法として，ジェネラティビティの概念を含めた KMの
新たな考え方を提示した点にも社会価値の創出面で横幹
科学技術としての新規性がある．
本研究では，当初設定した仮説を検証することを目的

としていたことから，廃止措置に移行する前に得られた
知識をどのように活用しているかという設問を用意して
いなかった．運転経験のある職員を対象とした追加的な
フォーカスグループを実施することで，運転に関する知
識を現在の廃止措置業務においてどのように活用してい
るかを一部明らかにすることができたが，原子力発電所
における知識の継承については十分に明らかにすること
ができていない．今後は，若手の職員も対象としたイン
タビュー調査を行うことで，どのように知識がベテラン
職員から継承されているのか明らかにする予定である．
また，原子力発電所におけるフロネシスがどのようなも
のとなっているのか，特に廃止措置に移行する前後にお
ける職員の共通善がどのように変化し，ジェネラティビ
ティに影響を与えているのかについても研究を進める必
要がある．
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